
社会的状況 応急避難場所機能 学校機能

津波の発生

ライフラインの途絶

情報通信の断絶

地域社会の混乱

津波で道路途絶

継続する余震

応急危険度判定士による立入禁
止建物の確認作業

仮設住宅への入居開始

東北新幹線の復旧

地震発生

生
命
確
保
期

３日後～

必要と考えられる
施設設備等

生
活
確
保
期1週間後～

１カ月後～

学
校
機
能
再
開
期

ボランティア活動が開始

教職員の献身的な働き
食料、衣料等の救援物資の
管理・仕分け・配布
食事の準備、後片付け
避難者の応対・トイレ清掃

応急避難場所の管理運営

学校機能の再開

教職員の安否確認

情報通信設備
（校内LAN、

無線通信設備等）

トイレ
児童生徒等の安全確保
当初体育館に避難→ＨＲ教室に避難
水・食料等の確保

学校機能の停止

二次災害の防止
被災箇所の点検

始業式

入学式・授業の再開

安否確認

・体育館は応急避難場所に
・グラウンドは仮設住宅、
駐車場に

正常化

応急避難場所機能と学校機能の同居

避難者の減少（仮設住宅・疎開）

応急避難場所の統廃合

避難者の退出（待機所・仮設住宅等）

教職員も加わり活動
炊き出し
感染症対策
高齢者、障害者、乳幼児への対応

備蓄物資（水、食料、
発電機等）、備蓄倉庫

周辺校教職員の支援活動

太陽光パネル

■備えると有効

耐震性貯水槽

体育館の開放
避難者の受入れ
避難者（けが人等）の対応
水・食料等の確保
※備蓄物資の不足

応急避難場所の開設

地域住民の学校への避難

シャワー

プール浄化装置

防災井戸

ガス設備

中水利用設備

和室

学校機能と応急避難
場所機能の共存を考
慮した施設整備

自家発電設備

近隣地域等からの
救援物資

宿直業務

■備えることが重要

児童・生徒、保護者の安否確認

保健室

給食室、家庭科室

多目的室

バリアフリー（スロープ、
障害者トイレ等）

学校機能再開までのプロセス（一例）を踏まえ、必要と考えられる施設設備等
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自治組織の立ち上り

教職員は側面から支援

自治組織の確立

学校機能再開の準備

体育館、グラウンド
の正常化

応急避難場所の解消

ライフラインの復旧（Ｐ）
・水道の復旧
・電気の復旧

自衛隊、消防など
の救助作業始まる
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